
令和２年度事業報告書 

（令和２年４月１日～令和３年３月３１日） 

一般財団法人日本冷媒・環境保全機構 

ＪＲＥＣＯ情報処理センター 

 法第７９条第２項に基づき、令和２年度のＪＲＥＣＯ情報処理センターの事業報告をし

ます。 

（１）情報処理業務の実施に関する事項

①情報処理業務の内容

令和２年度の年間登録件数と令和３年３月３１日現在の情報処理センターへの管理

者・廃棄者、充塡回収業者の登録事業所数、機器管理番号（点検整備記録簿）発行数 

は次のとおりである。 

・ 登録件数（処理件数） ２,６６０件

令和２年度の登録件数は、前年度より少ない２,６６０件（対前年度比１６６ 

件減）にとどまり、計画数値（３,５００件）に達することができなかった。利

用時期に関しては、年間を通して利用されているが、６月及び９月、３月の期

末に利用の多いことがわかる。（添付資料Ａ）情報処理センター外では、定期点

検と簡易点検の登録件数は、それぞれ２２,１１４件、１７１,５３１件で、前

年度と比べて約５５.４％、約６９.１％増えており、また、機器廃棄時の行程

管理票の登録件数も６,４９５件で前年度比約１０.４％増加している。これは、

改正法が４月に施行されたことで管理者や充塡回収業者における法令遵守の意

識が高まったことと、コロナ禍でデジタルトランスフォーメーションが提唱さ

れる中、電子的管理の利便性の理解が進んだことも増加要因として考えられる。 

・ 登録事業所数

管理者・廃棄者 １２,０８７ 

充塡回収業者 ２,１４６ 

（なお、充塡回収業者の場合、１事業所で複数の都道府県を登録している 

都道府県をそれぞれ個別に累計した場合は５,９８０） 

・ 機器管理番号（点検整備記録簿）発行数 １５８,１７０ 

（参考：令和２年３月３１日現在は１３２,３９３） 

②情報処理業務に関連する問い合わせ対応や事務処理について、適正に処理できる体

制の構築と、効率的な実施



人員体制は、令和２年度事業計画の業務を遂行するために情報システム部３名体制 

としてシステムの適正な運用に当たり適切に対応した。また、情報処理センターの普

及啓発に係る広報活動を充実するため企画・調査部とも連携を図り、これに当たった。

電話やメールによる問い合わせは一日平均で１０件前後あり、多くの問い合わせは当

日中もしくは翌日には回答を完了した。こうした日々の対応を通してノウハウの蓄積

等を行い、マニュアルや利用ガイド類の作成、見直しを適宜行い当機構のホームペー

ジ上に公開し、ダウンロードもできるようにして利用者の便を図ってきた。（添付資料Ｂ）

また、フロン排出抑制法及び情報処理センターに関する専用ポータルサイトを開設し、

情報処理センター利用の普及・促進を図った。（添付資料Ｃ） 

経理に関しては、預け金（ポイント）方式では情報処理センター利用のために預託 

された預かり金と情報処理センターの利用時に利用料金として当機構が収受した金銭、

また、請求書による銀行振込（後払い）方式では情報処理センター利用に応じて発行

する請求書に関する金銭徴収について、収支計画書に基づき適切に管理した。なお、

令和２年度情報処理センター単体での収支実績は収益が上回る状態となっている。 

 

（２）情報処理業務に用いる設備の維持及び更新の見通し 

①機器更新や拡充等各種の機能改善の適切な実施 

情報処理業務を実施するために必要な電子計算機その他の機器について、情報処理 

業務は事業計画内で推移したので、データ処理及びデータ容量には十分な余裕があり、

機器の更新や拡充は行わなかった。現在のデータ容量の使用領域は２１ＧＢ（ＯＳな

どを含む全使用容量）であり、自動拡張可能なストレージ容量６４ＴＢの０.０３３％

である。 

また、各種の機能改善については情報処理センターの利用者の利便性の向上や効率 

性を高めるため、次のようなシステム仕様の変更や追加を随時行い、継続的に改善を

図り適切に実施した。 

 

・ 機器の売却、譲渡時の点検整備記録簿の引き渡しを可能とする仕様を追加した。 

・ ２表「点検・整備区分」に「別法人へ移管・譲渡」を追加した。 

・ ログイン画面及びメールフォームにスパム攻撃対策を導入した。 

・ 利用企業アプリとのシステム連携により接続利便性の向上を図った。 

 

②システムの安定運用のための保守管理の実施 

 情報処理業務を実施するシステムは、安定した運用を図るために高いセキュリティ 

で保護されたデータセンター内に構築し、外部からのアクセスは暗号化された通信手 

段やファイアーウォールによる接続制限を設けてある。 

また、システム開発や維持管理業務は、外部委託による運用管理会社（専門業者） 

と連携し実施しており、開発内容や仕様変更など、不定期ではあるが２～３週に一度 

程度の情報交換を行っている。 



具体的な取組としては、情報セキュリティの観点から、ＪＲＥＣＯからサーバーへ 

の直接アクセスも行えない仕組み（アクセスはＷｅｂ経由のみ）となっており、万一

ＪＲＥＣＯ内の情報機器に不正アクセスやウィルス感染が発生した場合でも、情報処

理センターのシステムは隔離された環境としている。さらに、不具合発生時の対応や

サーバーのＣＰＵ使用率によりシステム運用状況の監視も行った。 

   このように、システムの安定した運用については、令和２年度中は支障なく維持さ 

れてきた。 

 

（３）その他必要な事項に関する事項 

令和２年度は情報処理センターの認知度を上げ、利用の普及・促進を図るため下記の

活動を行った。 

・ 情報処理センターの利用に関するＷｅｂ説明会を計７回開催（参加者数２６８名）、 

他にも利用者の要請による個別Ｗｅｂ説明会を開催した。（添付資料Ｄ） 

・ 分かり易い提案説明書を作成し、製造業者、スーパー等小売業者、食品加工業者、 

ビル管理会社、大学、病院をはじめとする潜在利用者１００社以上に個別に接触し 

紹介と説明を実施、また、関連団体及びその傘下の企業へ電話、メール等による周 

知、広報活動を実施した。 

・ 大手上場企業等にＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）としてフロン類の管理をＣＳＲ 

（ＥＳＧ）報告書に記載することを啓発した。また、法令遵守に関してＣＳＲ・環 

境関係の情報提供機関、弁護士事務所、ＩＳＯ審査機関と連携して周知活動を実施 

した。 

・ ホームページで利用者の法人名、ロゴマークの公開、事例等を紹介した。 

（添付資料Ｅ） 

・ 業界紙、関係団体（日設連・東冷協）会報に広告を掲載した。（添付資料Ｆ） 

・ フロン排出抑制法及び情報処理センターに関する専用ポータルサイトの内容を拡充 

した。 

・ 情報処理センター利用者へ情報メールの発信、情報提供サービスの強化を図った。 

（添付資料Ｇ） 

 

[添付資料] 

 Ａ．情報処理センター利用実績 

 Ｂ．取扱説明書、利用ガイド 

 Ｃ．フロン排出抑制法及び情報処理センターに関する専用ポータルサイト 

 Ｄ．令和２年度説明会 

 Ｅ．利用法人名・ロゴマーク掲載 

 Ｆ．新聞広告（空調タイムス）、雑誌広告（冷凍空調設備、東冷協だより） 

 Ｇ．情報メール発信 



令和２年度情報処理センター登録件数（充塡・回収）R2実績

４月 230

５月 215

６月 294

７月 238

８月 201

９月 296

１０月 185

１１月 205

１２月 157

１月 179

２月 158

３月 302

計 2,660

添付資料Ａ

情報処理センター令和２年度利用実績
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取扱説明書、利用ガイド （https://www.jreco.jp/index/relay/） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料Ｂ 



 

 

 

フロン排出抑制法及び情報処理センターに関する専用ポータルサイト （http://jreco-rams.jp/） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料Ｃ 



令和２年度 RaMS（冷媒管理システム）説明会

開催場所（都市名） 開催日 申込数 定員数 受講者数計

1 東京都（Web生配信） 2020/7/6 10 30 10

2 東京都（Web生配信） 2020/8/5 32 30 29

3 東京都（Web生配信） 2020/10/28 52 40 50

4 東京都（Web生配信） 2020/12/3 47 40 42

5 東京都（Web生配信） 2021/1/19 45 40 40

6 東京都（Web生配信） 2021/2/25 53 40 45

7 東京都（Web生配信） 2021/3/29 59 40 52

268

添付資料Ｄ



 

 

利用法人名・ロゴマーク掲載 （https://www.jreco.or.jp/rams_jirei.html） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料Ｅ 



 

空調タイムス：２０２１年（令和３年）１月２日付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料Ｆ 



 

冷凍空調設備：２０２０年１０月号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

東冷協だより：２０２０年７・８月号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

RaMS（冷媒管理システム） 情報メール発信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料Ｇ 



収支決算書（令和2年度決算）

自 令和　２年　４月 １日
至 令和　３年　３月31日

一般財団法人　日本冷媒・環境保全機構

（情報処理センター）

東京都港区芝公園３－５－８
機械振興会館４０６－２

添付資料２



（単位:円）

令和２年度決算

392,731

392,731

0

0

392,731

154,285

4,837,685

4,991,970

4,991,970

0

▲ 4,599,239

▲ 4,599,239

392,731

        正味財産合計

       負債及び正味財産合計

Ⅲ　正味財産の部

  １．指定正味財産

  ２．一般正味財産

          その他

        流動負債合計

       負債合計

  １．流動負債

       　 預り金

        固定資産合計

      資産合計

Ⅱ　負債の部

        流動資産合計

  ２．固定資産

          ソフトウェア

Ⅰ　資産の部

  １．流動資産

          現金預金

科        目

貸借対照表
令和３年３月31日

情報処理センター(指定法人)

その他会計



（単位:円）

令和２年度決算

292,600

292,600

36,008

0

0

0

0

21,805

3,760

6,352

0

1,946

0

0

110,173

180,044

112,556

0

112,556

0

0

112,556

0

112,556

▲ 4,711,795

▲ 4,599,239

0

▲ 4,599,239Ⅲ　正味財産期末残高

          一般正味財産期末残高

Ⅱ　指定正味財産増減の部

          当期指定正味財産増減額

          法人税・住民税及び事業税

          当期一般正味財産増減額

          一般正味財産期首残高

    (2) 経常外費用

        経常外費用計

          税引前当期一般正味財産増減額

  ２．経常外増減の部

    (1) 経常外収益

        経常外収益計

          評価損益等調整前当期経常増減額

          評価損益等計

          当期経常増減額

          消耗品費・消耗什器備品・修繕費

　　　　　租税公課その他

        経常費用計

          広報費（パンフレット作成費）

          銀行口座手数料

          会議費・研修費

          旅費、交通費

　　　　　通信運搬費

　　　　　印刷製本費

          システム開発引当金繰入額

          減価償却費

          賃借料（事務所費等）

        事業費・管理費

          人件費

          委託費(サーバー使用料、システム保守費）

        事業収益

        経常収益計

    (2) 経常費用

Ⅰ　一般正味財産増減の部

  １．経常増減の部

    (1) 経常収益

科        目

正味財産増減計算書
令和２年４月１日から令和３年３月31日まで

その他会計

情報処理センター(指定法人)
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